
令和３年度(令和２年度実施事業分)事務事業評価評価票 № 27-040

担当 岩本
内線等 520

章：
節：
基本施策：

単位施策：

個別施策：

H30年度 R1年度 R2年度 単位
3,149 2,761 2,942 件
2,715 2,639 2,595 件
502 1,011 2,458 件

23,226 28,502 30,257 千円
2,084 2,077 2,153 千円
25,310 30,579 32,410 千円

H30年度 R1年度 R2年度 単位
2,549 3,122 3,372 円/人

H30年度 R1年度 R2年度 単位

実績値 2.07 2.36 2.54

目標値 1.40 1.20 1.60

実績値 0 0 0

目標値 0 0 0

実績値

目標値

妥当 大きい ない
高い ある

大きい ない ない

目標値 単位

1.6 ％

0 件

①不登校児童・生徒数の割合

②いじめ事案のうち重大事態となった件数

Ａ
今後の事業
の方向性

改善推進

相談体制の充実を図り、様々な角度からアプローチして早期発見・早期対応を行い、いじめ・不
登校の発生を未然に防止する。また、不登校でも自宅でタブレット端末を使い、授業や相談が受
けられるような体制を構築するなど、多面的な方法を検討し、学校復帰への糸口や学習の遅れに
対応していく。

課
題
解
決
の
た
め
の
目
標

令和３年度
の目標

成果指標

⑤成果向上の余地

③休廃止の影響 ⑥類似事業の有無 ⑧受益者負担適正化余地

事業の
評価・課題

Ｂ

教育相談員を１名増員したことで、コロナ禍での環境変化による不安等もあり、相談件数が大幅
に増加したが、早期発見・早期対応ができた。
しかし、不登校児童・生徒数は毎年増加しており、一度復帰したものの再度不登校になるなど、
長期化した問題も多くみられる。そのため、引き続き学校復帰に向けた児童生徒の心の安定や自
立支援のための更なる体制強化が求められる。

Ｃ
観点別評価

必要性 有効性 効率性

①市の関与の妥当性 ④上位施策への貢献 ⑦コスト削減余地

課
題
の
整
理

②市民ニーズ

成　果

成果指標
①不登校児童・生徒数の割合

％

②いじめ事案のうち重大事態となった件
数 件

人件費
総事業費

活動単位当たりのコスト
①児童生徒１人あたりコスト

目的を達成
するための
手段・活動

内容

スクールカウンセラー、教育相談員、心の教室相談員、スクールソーシャルワーカー等
の配置により、児童生徒・保護者及び教員の学校内における問題解決を支援する。

Ｄ

活動結果

活動実績
①スクールカウンセラーの相談件数
②心の教室相談員の相談件数

前
年
度
の
活
動
結
果
と
見
ら
れ
た
成
果

③いじめ・不登校に関する相談件数（教育相談）
事業費

第１節　学校教育の充実
１．義務教育

総
合
計
画
と
の
関
係
性
等

（２）豊かな心の育成
②教育相談の充実

根拠法令等 いじめ防止対策推進法

対象・目的
児童生徒の学校における心の安定や自立、あるいは不登校児童生徒の学校復帰を支援す
る。

PDCA 事務事業名 いじめ・不登校対策事業 部課等名
教育部 学校教育課 学校担
当

Ｐ
政策体系

第５章　育ち合い共生を進めるまち


